
H17 26,534人 H17 10,110戸 第 ２ 次 第 ３ 次 構成比 増減率 決　算　額 構成比 増減率 充 当 一 般 経 常 一 般

H22 24,423人 H22 9,588戸 2,161人 7,224人 ％ ％ (千円) ％ ％ 財源(千円) 財源(千円)

増減率 △ 8.0% 増減率 △ 5.2% 15.4% 51.4% 8.2 △ 1.5 3,868,565 17.9 △ 5.9 3,684,263 3,461,275 30.9

H26.3.31 24,074人 人口密度 面積 人口集中地区 1,558人 6,683人 1.2 △ 4.3 2,224,499 10.3 △ 9.9 2,101,862 2,095,688 18.7

H25.3.31 24,392人 50人 477.59㎢ - 12.5% 53.8% 0.0 △ 6.7 2,098,357 9.7 1.5 595,218 594,381 5.3

0.0 109.9 2,472,768 11.5 △ 9.8 2,409,804 2,208,417 19.7

0.0 902.8 2,240,724 10.4 △ 9.7 2,184,865 1,983,478 17.7

1.0 △ 0.9 232,044 1.1 △ 11.6 224,939 224,939 2.0

0.0 5.2 0 0.0 - 0 0 -

0.2 △ 15.7 8,439,690 39.2 △ 5.4 6,689,285 6,264,073 55.9

0.0 △ 7.0 2,539,837 11.8 1.9 1,643,473 1,476,519 13.2

40.8 △ 3.9 106,498 0.5 △ 43.2 73,512 73,512 0.7

普通交付税 36.2 △ 0.3 1,279,728 5.9 △ 9.4 727,425 651,558 5.8

特別交付税 4.6 △ 24.9 1,797,545 8.3 4.0 1,588,029 1,324,663 11.8
震災復興特別交付税 0.0 皆増 1,314,278 6.1 102.5 1,302,679 - -

51.5 △ 3.4 10,000 0.0 皆増 10,000 - -

0.0 △ 2.5 0 0.0 皆減 0 - -

1.3 20.5 0 0.0 - 0

1.9 0.7 6,065,928 28.1 88.4 1,310,041

0.4 9.8 110,475 0.5 167.0 110,475

13.0 52.7 2,606,633 12.1 63.2 881,786

17.0 111.2 補助事業費 873,406 4.1 36.8 203,899

0.3 38.6 単独事業費 1,338,934 6.2 126.5 495,158

0.1 △ 38.5 県営事業負担金 390,443 1.8 6.8 182,525

2.4 △ 43.8 受託事業費(補助） 3,850 0.0 83.2 204

4.7 4.2 受託事業費(単独） 0 0.0 - 0

1.2 6.1 3,459,295 16.0 113.2 428,255

6.2 63.2 0 0.0 - 0

100.0 14.5 21,553,504 100.0 15.7 13,344,444

構成比 増減率 超過税分 決　算　額 構成比 増減率 一般財源

有 281,739千円 300千円 7 337人 (％) (％) (千円) (千円) (％) (％) (千円)

無 251千円 97,321千円 2 62人 39.2 △ 5.3 9,469 182,705 0.8 △ 6.4 182,705

無 176千円 83,888千円 1 11人 個人 33.0 △ 3.4     - 3,872,288 18.0 28.8 3,346,021

無 203千円 39,266千円 2 9人 法人 6.2 △ 14.2 9,469 4,524,002 21.0 1.3 2,611,554

無 1千円 62,736千円 - 0人 46.1 △ 0.7     - 1,220,133 5.7 19.0 938,331

無 5,506千円 0千円 - 357人 4.0 0.5     - 78,285 0.4 13.9 7,519

- 36,804千円 354,480千円 9 108.7【参考値】100.4 8.5 12.7     - 1,689,255 7.8 △ 16.9 851,848

- 905千円 660,148千円 3 0.0     -     - 459,239 2.1 △ 1.0 331,621

- 71,863千円 495,496千円 8 97.8 △ 1.5 9,469 1,179,032 5.5 30.7 660,093

2.2 1.7     - 1,085,983 5.0 58.4 521,213

814,000円 569,800円 入湯税 1.1 5.6     - 1,330,503 6.2 △ 5.9 1,055,464

653,000円 568,110円 都市計画税 1.1 △ 1.9     - 3,459,295 16.0 113.2 428,255

585,000円 526,500円 2,472,784 11.5 △ 9.8 2,409,820

402,000円 - 0 0.0     - 0

362,000円 - 0 0.0     - 0

340,000円 - 100.0 △ 1.5 9,469 21,553,504 100.0 15.7 13,344,444

固定資産税 都市計画税

個人均等割 介護均等割

8,700円

介護平等割

個人所得割 4,800円

介護所得割

1.9%

1,061,095千円

基準財政需要額

基準財政収入額

標準税収入額

8,339,017千円

1,951,978千円

2,451,752千円

決　算　収　支　の　状　況 指　　　標　　　等

1　歳　入　総　額　　　　　　A

2　歳　出　総　額　　　　　　B

3　歳入歳出差引額(A-B)　C

22,535,156千円

21,553,504千円

981,652千円

19,682,936千円

18,621,841千円

繰出金

一時借入金利子

指　標　等区　　　分

8,967

8,157,708

8,157,708

231,048 利子償還金231,048

目的税
報酬月額

ｶｯﾄ後
報酬月額

副市長 H25.6.1

水道事業会計

ラスパイレス指数

特　　　別　　　職

-

628,893千円

(うち減収補てん債特例分)

114,628

副議長

小計

92.6%

経常経費充当一般財源

2,453,102千円            

県支出金

臨時財政対策債を除く-2,919,664

3,824,139 -

国庫支出金

9,790,325千円

11,197,236千円

経常一般財源

(うち経常一般財源)

10,568,343千円

(うち臨時財政対策債)87.4 議会費

総務費

民生費

衛生費83.3

94.6

86.2

国
調

世　帯　数 産　業　構　造 歳　　　　入

1,817,327

274,670

(千円)

決　算　額

地方譲与税

経常一般財源区　　分

就
業
人
口

605,570

繰入金

財産収入 76,357

11,296

基準日Ｈ26.4.1
ラスパイレス指数は前年度

一般職員（教育長除く）

うち消防職員

-

配当割交付金

自動車取得税交付金

利子割交付金

事    業    名
法適用
の有無

資金剰余額
（実質収支額）

普通会計
からの繰入額

職員数

1,035,550

区　　　分

地方税

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

人　　　　　　口

国
調

住基
人口

１7年
国調

第 １ 次

817,539千円

94,326千円

平成24年度平成25年度区　　　分

資金不足
比率

4　翌年度へ繰越すべき財源
　　　　　　　　　　　　　　　　　D

5　実　質　収　支　(C-D) 　E

10　実 質 単 年 度 収 支
     (F+G+H-I)              　J

6　単　年　度　収　支　　　　F 87.4%

歳　　　　出（性質別）

人件費

経常収支
比率(%)

維持補修費

経常収支比率

区　　　分

義務的経費　小計

うち職員給

補助費等

小　　計
交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

地方特例交付金

地方交付税

887,326千円

標準財政規模243,556千円

0.236(0.234)

11,238,353千円

-

－（△11.43％）

－（△7.89％）

連結実質赤字比率 1,061,095

22,535,156

382274,342諸収入

-

10,568,343 合　　計

区　　　分

歳　　　　出（目的別）

決　算　額

市　　　　税

合　　計

5,503

-

436,034使用料

5,455

285,787 -

5,455

扶助費

公債費

貸付金

10,557,003

- 積立金

投資及び出資金

3,377

元金償還金

-

(千円)

1,837,763

4,115

274,670

5,405

4,115

5,405

3,377

50,907

3,479 物件費

3,000円

標準税率に
対する比率 6.0%

合計

市　　民　　税

個
人
分

1号  　3,000千円

2号　　1,750千円

86.4

-

16.8%

-

徴収率

(％)

臨時職員

(千円)

地方債 1,398,493

債務負担行為

81,222

3,555,580千円            

17,751,795千円          手数料

寄附金財政健全化法における健全化判断比率

202,696千円
地方債現在高倍率 1.580

23.4%

繰越金

技能労務員

将来負担比率

6.2%

実質赤字比率

区　　　分

教育公務員

-（△0.7％）

浄化槽整備推進事業特別会計

国民宿舎久住高原荘事業特別会計

-（△0.2％）

H25.4.24

H25.4.24

改定年月日

H25.6.1

介護保険特別会計

合　　計

474,802千円

7,377人

159,549円

7　積　立　金　　　　　　　　　G

69,787千円

8　繰　上　償　還　金　　　　H

△79,048千円

-（△0.4％）

0千円

201,387千円

退職被保険者世帯に係る調定額

被保険者数

国民健康保険特別会計

92,935円

-（△167.7％）

簡易水道事業特別会計

-（△0.0％）

国民健康保険の状況

国民宿舎直入荘事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

(うち臨時一般財源等)

3,757,753千円

155,818

H25.6.1

被保険者一人当りの調定額 議長

労働費

(うち経常一般財源)

10,568,343千円

議員

加入世帯数

たばこ税

教育長

20,436

諸支出金

災害復旧費

市長 20,906

82.2

公債費

教育費

90.3

財源等

一般財源　計

14,326,096千円

86.3

市町村類型

Ⅰ　－　0

交付税種地

Ⅰ　－　１

都道府県名

大分県

市町村名

竹田市

前年度繰上充用金

土木費

消防費

計

積　立　額

220,348千円

退職保険者等に係る調定額

255,708円

130,151円

後期高齢者医療特別会計

一世帯当りの調定額

4,297世帯

　平成25年度　決算状況カード

92,504千円

区　　分

203,628千円

348,328千円

9　積 立 金 取 崩  し 額　　I

5,040,043千円 890,302千円 361,399千円 5,568,946千円

法
人
税
分

定額運用基金

減債基金

3,477,470千円

172,187千円

その他特定目的基金

8,858,941千円

区　　　分

財政調整基金

平成24年度末現在高

341,428千円

8号　　　120千円

546,761千円 9,626,458千円

185,362千円 376,414千円

8,967

50,907

3,479

9,193,263

8,157,708

41,342

1,796,421

720,198

11,612,994

548,278

特別土地保有税

203,628千円 0千円 3,681,098千円

1,314,278千円

公債費に準ずる債務負担行為

一　般　職　員　等　の　状　況

職 員 数

固定資産税

軽自動車税

100.0

-

農林水産業費

均　　等　　割

3号　　   410千円

5号       160千円

商工費

100.0

638千円

公　営　事　業　会　計　の　状　況

22年
国調

実質公債費比率

公債費負担比率

379,472千円

地方債現在高

635千円

-（△7.6％）

基　　　金　　　の　　　状　　　況

30,900円

国保平等割

実質収支比率

財政力指数(単年度)

2.7%

前年度繰上充用金

23,000円

適　　用　　税　　率　　の　　状　　況

11.0%

0.1%

国民健康保険税

6号　　　150千円

後期高齢者所得割

14.7%

7号　　　130千円

法人税率

9号　　　　50千円

5,900円

国保所得割

後期高齢者均等割

7,800円

後期高齢者平等割

33.2%

4,179人

33.7%

H25.4.24

国保均等割

合　　計

1.4%

4,661人

1,837,763

0

取　崩　額 平成25年度末現在高

市民税

7.9%

5

172,190千円

4号       400千円

失業対策事業費

投資的経費

普通建設事業費

うち人件費

災害復旧事業費

85.573,375

847,030


